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1.はじめに
地球温暖化、とりわけ海面上昇により、沿岸域の地形・
生態系・人間居住への影響が懸念され、CO2等の温暖化ガ
スの排出抑制が課題として取り組まれている。
一方、脆弱な地区には、適応策が必要となる。とりわけ、
アジア・太平洋の沿岸域には、多くの都市と人口が分布す
る、と国際会議の冒頭に指摘されるところであるが1）、それ
に続く各論の中では、侵食による海岸線後退、マングロー
ブや珊瑚礁への影響等に関する発表・報告が多数を占め、
都市居住に関する検討例はまだ少ない。マクロな地域経済
への影響把握も試みられている2）が、都市はもっぱら工場
や商店街等の生産・付加価値への損害として捉えられ、「住
宅地」は被害算定から除外されている。かかる意味で準生
態学的存在としての人間居住を対象として、影響・被害を
資源量的に予測し、適応策を検討したことがこの研究の主
な成果である。

２．方法とこれまでの経緯（2000～2002年度）
市街地を類型的に把握した上で、現地調査による影響の
内容及び原単位の把握と、衛星画像解析による市街地類型
別・標高別の面積算定を組み合わせて、都市全体での影響
規模をＧＩＳ上で定量的に評価した3）。
対象地域としてインドネシアの沿岸都市を調査した。そ
の意義は、多様な都市の類型を含み、得られた方法や原単
位のアジア太平洋の他地域への応用可能性が高いこと、脆
弱性地図でこれまで未詳だった 8 万kmに及ぶ海岸線を有す
る島嶼地域の研究が着手されことである。
現地調査は、現地の居住・地域基盤整備省人間居住研究
所の協力を得て、2000年度には 6 都市を対象とした市街地
類型化と問題発掘、2001年度には 7 都市から84建物サンプ
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ルを対象とした原単位調査、最終の2002年度には、２都市
を対象に適応策に関する検討を行った。
同時につくばでは、マクロ的な衛星画像の解析と、GIS上
での市街地類型別面積算定作業を進め、各年度末に成果を
持ち寄って、現地セミナーにおいて発表した。社会的アプ
ローチが必要となる今年度適応策の研究においては、学識
経験者、中央・地方の行政および各種事業担当者を招いた
現地ワークショップを実施し、諸問題の認識整理と、適切
な適応策の選択に関する討論を行った。

３．主要な結果：水没区域の資産総量　
スマラン市では、最大年間12cmに及ぶ地盤沈下の影響下、
既に水没する地区・住宅が生じ、転出・人口減少や、個別
の土盛や建替等の対策が住民により講じられている。これ
らは、海面上昇により将来生じる状況を前駆的・予兆的に
示している事例と考えた。その他の対象都市においても、
低湿な地区では、頻発する高潮・水害による建物等の損傷
が頻発している。これらの脆弱な地区を対象に、建物の材
料、手間及び家財道具の総資産量と、高潮等による物的損
失（損失割合）と社会的損失（人の時間）の状況について、
実測調査・聞取り調査を行い集計した。この中には、浸水
高別の損害状況が大きく異なる土間式住宅、高床式住宅、
水上住宅等が含まれている。
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図－１　調査対象都市（2001）

写真－１　道路の冠水状況

写真－３、４　セミナー・ワークショップ風景（バンドン）

写真－２　家屋の水没状況
（スマラン）



ミクロに見た原単位に関しては、住宅単体の価格は直接
把握が困難であり、また築後年数や地域間物価格差や物価
変動により大きく振れるため、棟当り、ヘクタール当りの
材料総量と、人間の時間を原単位として把握した。
マクロ的には各種衛星画像（LANDSAT7、SPOT、

IKONOS）比較した結果、IKONOSモノクロで非計画的住宅
地に関しても十分に棟数算定可能であった。これをUTM座
標に基づきGISに乗せ、判読した市街地類型界と、地形図上
の単点から求めた低平地の等高線を加え、標高 1 ｍ未満水
没区域の棟数×棟当り原単位として、まず簡略に「適応策

無き場合」の損失総量を概算した。更に、潮位観測データ
から最高潮位を求め、これに海面上昇を加えた標高を将来
の汀線とする方法、及び現在の浸水区域の標高から、将来
の浸水区域を推定し、その範囲のリスク増大に関して、部
分的損失の原単位を適応して評価する方法、適応策につい
ては、GIS上の標高変化、建築類型変化として表現し評価す
る方法を試みている。
最終成果は国総研より英文報告出版準備中である。

註 1 ）GLOBAL CHANGE AND ASIA PACIFIC COASTS,
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註 2 ）黒木貴一「原単位法によるタイ国沿岸域での影響予
測評価」(海面上昇とアジアの海岸pp.135-156)海津正
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註3 ）本研究のサイト：http://sim.nilim.go.jp/GEより公開
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図－２　IKONOS画像より市街地類型別エリアの抽出
（スマラン）

図－３　ＧＩＳによる面積算定（スマラン）

表－１　標高別市街地類型別面積（スマラン）

表－２　棟当り実測結果平均（スマラン：非計画的住宅地，煉瓦造が主）

表－3 原単位及び全体集計（マカッサル：高床式木造が主）


